平成２９年度鶴岡市国民健康保険運営協議会
第１回　 会　 議 　録
Ⅰ．日  　時　　　平成２９年８月７日（月）　 １３：００～１４：４０
Ⅱ．場  　所　　　鶴岡市役所　３階　委員会室
Ⅲ．出席状況
	
	
	出 　　席
	欠 　席

	委　員

	 被保険者代表
	難波　篤、齋藤邦夫、三浦英喜
	齋藤　勝、榊原英樹

	
	 保険医代表
	福原晶子、佐久間正幸、迎田　健、長井忠男
	伊藤末志

	
	 公益代表
	今野美奈子、加藤鑛一、秋葉　雄、　　　　　岡村正博、齋藤　久
	

	
	 被用者保険代表
	
	鈴木　修

	
	計
	 　 　　　　　　　　　　　　　１２名
	        ４名

	市　側
	　 山本副市長
　 齋藤健康福祉部長
　 関係課長等

本　所　伊藤国保年金課長、五十嵐課税課長、三浦納税課長、

五十嵐健康課長

　 　 藤島庁舎　伊原市民福祉課長

　　　羽黒庁舎　押井市民福祉課長

　　　櫛引庁舎　天然市民福祉課長

　　　朝日庁舎　佐藤市民福祉課長

　　　温海庁舎　佐藤市民福祉課長

国保年金課職員（岡部課長補佐、本間専門員、渡部主事）

　　　

　　　　　　　　　　　計 １４名　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　


Ⅳ．議事概要

　
１．開　　会　　　　　進行：国保年金課長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．会長あいさつ

[人事異動に伴う新任職員紹介]　国保年金課長
[出席委員報告]　同上

３．会議録署名委員の指名

　　　会長より難波　篤（被保険者代表）、岡村正博（公益代表）の両委員を指名
４．報告

 (1) 国民健康保険税当初賦課状況について

国保年金課長より説明

▼質問・意見
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　国保の加入状況について、加入者の減少幅が大きいと感じるがその要因は、社会保険の拡充と関連もあると思うがどうか。
　国保年金課長

　　　ご指摘いただきましたように社会保険の加入範囲の拡大もあり、社保に移られた方がいる。あわせて、人口減による国保の被保険者の減と考えている。
　加藤鑛一委員（公益代表）
　　　去年と比べて減少数、幅は大きいか。
　国保年金課長
　　　減少率については、今年度約４パーセント昨年度は約３、８パーセントであり、ほぼ同じく推移している。後期高齢者医療制度に移られ、後期高齢者医療制度加入者が増加している状況にある。
(2) 被保険者証の一斉更新と滞納者対策について

国保年金課長より説明

　▼質問・意見

　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　7月末現在で、資格証明書交付世帯と短期証交付世帯は何世帯となっているか。また、高校生以下の短期証交付世帯は何世帯、何人となっているか。
　国保年金課長
　　　平成２９年7月２８日現在で資格証明書交付世帯は無しとなっている。短期証交付世帯が５０５世帯、８３８人、内高校生以下短期証交付世帯が６７世帯、人数は１０１人となっており、いずれも昨年度より減少している。
(3) 後期高齢者医療制度の施行状況等について

国保年金課長より説明

▼質問・意見

　　なし
(4) 国民健康保険制度の改正等について
国保年金課長、本間専門員より説明

▼質問・意見

　加藤鑛一委員（公益代表）
　　県によっては標準保険料率を公表しているところがあり、埼玉県などでは既に公表しているようだが、山形県においてはどうか。県で提示しているのであれば、教えてください。
　　　本間専門員
　　　標準保険料については、県との協議の中で公表するかどうかそれぞれ判断しているが、現在の試算段階では、公費が適正に反映されていないので、公表していない。
　佐久間正幸委員（保険医代表）
７ページ左側の医療費指数とはなにか。
本間専門員
医療費指数については、県内の保険者負担を適正にするためにこの数値を使うことになっている。αが１だと医療費水準をすべて反映させることになり、αが０だと医療費水準を全く反映させないことになる。
佐久間正幸委員（保険医代表）
　　医療費指数が高いと交付が減らされるということか。
本間専門員
　　　納付金を算定するにあたって、医療費指数が高いところは、高いなりの負担、低いところは低いなりの負担をするための基礎となる数値です。
秋葉　雄（公益代表）

保険者努力支援制度の平成28年度前倒し交付について、県内で２位、全国でも１２位という素晴らしい結果と思う。それに至った経過を詳しく、配分内容等、どう分析しているのかを教えていただきたい。

本間専門員
　　Ａ４縦の資料、グラフと市町村ごとの得点率をご覧ください。全体的に高くなっているが、県から聞いたところによると一番差があったところは糖尿病重症化予防の取組です。共通指標３の加点有無で順位は大きく変わっている。糖尿病重症化予防の取組に関しては、医療費の適正化の効果も高く配点が高くなっている。
秋葉　雄（公益代表）

共通指標３の取組が非常に評価されたということですか。他にはありませんか。
本間専門員
他と比較しても糖尿病重症化予防の取組指標の加点があるかないかで大きく変わっている。それ以外については、ジェネリック、がん検診受診率等が影響している。実際保健事業を実施するにあたっては、被保険者の状況を踏まえ、重症化予防指導する前の取り次ぎ、指導を受けた方のケア、重症化しそうな方が改善している等、連携がうまくなされているかどうかが大きなポイントとなっており、鶴岡市は鶴岡地区医師会とうまく連携されているといわれている。
秋葉　雄（公益代表）
全部ということになるのか。そういう形が出来上がってきた大きな要因は何か。鶴岡地区医師会との協力連携は力強いとお聞きしたが、鶴岡市の傾向としてよい形が出来上がっていくわけで、このことを推奨しなければと思う。
健康課長
　　　鶴岡市の場合は、鶴岡地区医師会の多大なるご協力のもと特定健診、特定健診受診後の生活習慣病にかかる項目の基準値の高い方の特定保健指導については、これまでの努力の結果として、指導を受けて改善した方、医療につながって続けることによって改善した方が大勢いる。そのような取り組みの結果、配点が高くなったと分析している。
今野委員（公益代表）
財政安定化基金の交付基準の災害以外の特別な事情とは何があるのか。後期高齢者医療については、現在も負担しているが改革後の割合はどのようになるのか。

本間専門員
県の財政安定化基金の特別な事情については協議しているが、近年山形県内では大きな災害がなかったので、国では地元企業の倒産なども想定しているが県内ではそのようなケースが発生した際に検討することになっている。公費拡充について、現在と改革後では大きく変わることになる。例えば、現在の財政調整交付金は市町村の財政力によって交付、今後は県に交付される。所得水準については、納付金の算定の中で調整を行うことになる。
(5) 後期高齢者医療保険料、国民健康保険税軽減判定誤りについて
　国保年金課長、五十嵐課税課長より説明

▼質問・意見

齋藤邦夫委員（被保険者代表）
説明の中で、平成２４年度から５年間遡及して賦課をするということであったが、

その時の利息はどうなるのか。また、返還の場合は、どうなるのか。
国保年金課長

後期高齢者医療保険料については、還付は制度発足の平成２０年度まで遡及している。還付については、還付加算金を加算してお返しする。追加徴収については、２年間遡及しているが、延滞金は発生しないようにして、できるだけ納付者へ負担を掛けないように相談させていただいて分納などの対応を行っています。
五十嵐課税課長
国民健康保険税についても同様に、追加徴収は７月１４日付けで追徴のお願いを持って訪問しています。金額の多い方もあり、納付につきましては、納税課になりますが、別途相談を行っています。還付についても規則に基づき還付加算金を計算し対応しています。
齋藤邦夫委員(被保険者代表)
今月は年金支払月ですが、今までは銀行等で記帳が多かったが、近年は出金が多くなったと聞く。世の中の景気が悪いということなので、利益の配分だけでなく、不利益についてもわかりやすく正しく伝えるよう緊張感をもって対応していただきたい。
(6) その他

国保年金課長

　　　山形県国民健康保険運営協議会連絡会の平成２９年度総会が６月２７日、寒河江市で開催され、齋藤会長と私が出席した。昨年度の実施事業、決算、今年度の事業計画、予算について審議しました。庄内地区国保運営協議会連絡会についても同様に進めて行く。
５．協　　議

(1) 平成２８年度鶴岡市国民健康保険特別会計決算について

国保年金課長より国民健康保険特別会計（事業勘定）について説明　
納税課長より収納状況について説明
朝日庁舎市民福祉課長より国民健康保険特別会計（直診勘定）について説明
健康課長より特定健康診査実施状況について説明
▼質問・意見　
　加藤鑛一委員（公益代表）
　　　平成２８年度の国民健康保険特別会計の決算状況ですが、前年度からみれば、国保税の増税の影響もあり、約４億２千７００万円の黒字になった。実質収支において６６７０万円の黒字になった。結果として、平成２８年度の増税は必要ではなかったのではないか。値上げをしなくても黒字を保てたのではないか。
　国保年金課長

　　　国保税については、平成２８年度の税率改正は、平成２８年度から３か年の国保財政を見通して改正している。単年度の収支を見通すことは難しく、平成２８年度初年度は当初から黒字になる見通しで、収支への影響の度合いの主なものは、保険税の改正によるもの１億３０００万円で約３割、保険給付費の減と特定財源の増によるもの５億６０００万円で約８割となっている。安定した国保財政の運営を行うためには、国県の公費とともに必要な自主財源となる国保税を一定程度確保することは、何よりも肝要であると、今後県から提示される納付金は、被保険者の保険料負担に直結するため、その動向を見極めながら適切な保険税率を考えていく。
　　　加藤鑛一委員（公益代表）
国保新聞8/1号では、平成２８年度の速報値として４．４パーセントの大幅減、毎年大きな落ち込みをしている医療費の減は大きく、つまり、国保税増税は必要なかった。医療費が大きく伸びていればやむを得ないが医療費が大きく落ち込んでいるとすれば、増税は必要なかったのではないか。

　国保年金課長

　　国保中央会７/３１公表の平成２８年度速報値によれば、２７年度は新型肝炎等の高額医療があり、平成２８年度一人当たりの対比は０．１ポイント伸びている。全体的にみれば被保険者の減少による医療費の減はあるが、一人当たりをみればほぼ横ばいであり、慎重に行う必要があると考える。

福原晶子委員(保険医代表)

特定健診についての対象年齢は４０歳からということであるが、若い世代から対象にすればよいと考えるが、市としてはどう考えるか。
健康課長
　特定健診の対象年齢は決められており、市では４０歳未満については、さわやか健診として職場で受けられない方を対象に健診を行っている。
福原晶子委員(保険医代表)

自己負担額は、低くなっているのか。
健康課長
一部助成し、健診を受けやすい状況を作っている。
▼採決

　　　　原案承認（賛成多数）

(4) その他
▼質問・意見

　　なし

６．その他
   国保年金課長

       委員の皆様の任期が、本年１１月１４日までとなっており、１１月１５日以降の早い時期　　に国保運営協議会を開催する予定にしている。

  副市長　御礼あいさつ

会長　御礼あいさつ
７．閉　　会
 議　　　　　長
会議録署名委員
会議録署名委員
PAGE  
1

